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政策企画部 広報室 z-koho@shakyo.or.jp 

TEL03-3581-4657  FAX03-3580-5721 

〒100-8980東京都千代田区霞が関 3-3-2新霞が関ビル 

社会福祉法人 全国社会福祉協議会 

2017（平成 29）年 6月 1日 

日 

 

Action Report 

全 社 協 

第 98号 

Japan National Council of Social Welfare 

          （全社協 ぜんしゃきょう） 

Topics 
 平成 30年度の社会福祉制度・予算・税制等の重点要望書を厚生労働大臣に提出～全社協 政策委員会 
 

 平成 28年度事業報告・決算及び理事・監事・評議員候補者の選定等を審議～平成 29年度第 1回理事会 
 

 全社協 種別協議会・団体連絡会等 総会等報告 

●全国社会福祉協議会を構成する種別協議会の組織としてスタート～全国救護施設協議会協議員総会 

●無料低額診療事業のあり方について検討を進める～全国福祉医療施設協議会協議員総会 

●会長に菅田 賢治氏を再任～全国母子生活支援施設協議会総会 

●平田 ルリ子会長が再任、乳児院における養育と支援のさらなる発展をはかる～全国乳児福祉協議会総会 

●日野 博愛会長再任、障害者支援施設における防犯・防災対策の推進～全国身体障害者施設協議会協議員総会 

●阿由葉 寛会長再任、社会就労センターの工賃向上と一般就労移行の役割を強調～全国社会就労センター協議会協議員総会 

●会員法人や全国組織等との双方向性を高める～全国社会福祉法人経営青年会委員総会 

●民生委員制度創設 100周年活動強化方策の基本的内容について確認～全国民生委員児童委員連合会評議員会 

●新会長に桑原 教修氏が就任～全国児童養護施設協議会協議員総会 

●大西会長再任～全国厚生事業団体連絡協議会協議員総会 

●上村 初美会長が再任、保育士の社会的地位の向上をめざす～全国保育士会委員総会 

●万田 康会長が再任、保育所・認定こども園等のさらなる発展をめざす～全国保育協議会協議員総会 

●全国組織としての役割を果たす～全国ホームヘルパー協議会協議員総会 

●磯 彰格会長が再任、社会福祉法人の使命遂行、組織強化に取組む～全国社会福祉法人経営者協議会総会 

●川村 裕委員長選任、新体制スタート～地域福祉推進委員会総会等 
 

 磯 彰格委員長（全国経営協会長）が再任～施設協連絡会会長会議 
 

 全乳協の意見書提出～新たな社会的養育の在り方に関する検討会 
 

 親子を離さない支援ができる施設の活用をアピール～平成 30年度国家予算要望書を提出(全母協) 
 

 民生委員・児童委員による社会的孤立状態にある世帯への支援に関する調査結果 第 1 次報告について～民生委員制度創設

100周年記念 全国モニター調査(全民児連) 
 

 社会福祉法人のロゴマーク等広報ツール作成～全国経営協 
 

 施設退所者を支援するための奨学金等一覧を作成～全養協 
 

 『新たな社会的養護への挑戦～すべての子どもと歩む未来へ～』を発刊～全養協 
 

 平成 29年度業務・法令研修～中央福祉人材センター 

社会保障・福祉政策情報／インフォメーション 

 

利擁護・虐待防 セミナ

こころ豊かに、希望をもって 

高齢社会を生きる 
ふくし映像レポート 
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■ 平成30年度の社会福祉制度・予算・税制等の重点要望書を

厚生労働大臣に提出～全社協 政策委員会 
 

5月 26日、厚生労働大臣宛に「平成 30年度社会福祉制度・予算・税制等に関する

重点要望書」を提出しました。 

要望書は、全社協政策

委員会 井手之上  優委

員長（大阪府社会福祉協

議会常務理事）から定塚 

由美子社会・援護局長に

手渡し、各要望事項を説

明して意見交換を行いまし

た。 

「ニッポン一億総活躍プ

ラン」を加速化するため社

会保障・社会福祉制度の拡充を強く要望するとともに、地域共生社会の実現に向けて

生活困窮者自立支援制度をはじめ地域福祉諸施策の一体的な見直し等による基盤

整備を強く要請しました。 

また、福祉人材の確保が一層厳しさを増すなかにあって、事業者の自己努力だけ

では限界もあり、より抜本的な処遇改善等の取組みを求めました。これに対して定塚

局長は、地域包括ケア強化法が成立したことを受け、今後、厚生労働省としても人材

の確保を含めてさらに取組みを進めていくことになるが、必要な財源をいかに確保す

るかが課題になる、と説明されました。 

また、社会福祉法人制度改革への取組みの現下にあって、その基幹の仕組みであ

る法人税非課税の税制堅持などを重ねて要望しました。 

「経済・財政再生計画」に基づく経済・財政一体改革と平成 31 年 10 月までの消費

税増税の再延期など社会保障関係予算が厳しい状況にあるなか、平成 30 年度に向

け介護や障害サービス等の制度・報酬改定、保育整備、生活困窮者自立支援制度の

見直しなどが予定されています。こうした情勢を踏まえつつ、社会保障・社会福祉制度

の拡充に向けて全社協政策委員会は、構成組織等との連携と協働をはかりながら厚

生労働省等への働きかけを進めていきます。 

 

 

 

 

定塚社会・援護局長(左)と井手之上委員長(右) 
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平成 30年度 

社会福祉制度・予算・税制等に関する重点要望書 

【重点要望事項】 

1．「一億総活躍プラン」加速化のための社会保障・社会福祉制度の拡充 

2．福祉人材の確保、育成、定着等の対策の抜本的な強化  

3．「地域共生社会」の実現に向けた包括的支援体制整備に係る制度改革等 

4．生活困窮者自立支援制度、日常生活自立支援事業、成年後見等のセーフティ

ネット関連施策の総合的な拡充 

5．子ども・子育て支援新制度による保育等施策の量的・質的な拡充、並びに社会的

養護関係施設施策の総合的な推進 

6．介護保険給付の維持、介護保険事業の安定運営の確保 

7．共生社会の実現のための改正障害者総合支援法施行に係る施策の拡充 

8．東日本大震災・熊本地震の被災者支援・地域復興の支援の強化、大規模災害・防

災対策の促進 

【税制要望事項】 

1．社会福祉法人の法人税非課税等の税制堅持 

2．生活困窮者支援事業にかかる固定資産税等の非課税措置 

 

【要望書】 http://www.zseisaku.net/data/te290526.pdf 

 

 

 

■ 平成 28 年度事業報告・決算及び理事・監事・評議員候補者

の選定等を審議～平成 29年度第 1回理事会 
 

全国社会福祉協議会(会長 斎藤 十朗／以下、「全社協」)では 5 月 24 日に平成

29 年度第 1 回理事会を開催し、平成 28 年度事業報告・決算、理事・監事・評議員候

補者の選定、平成 29 年度第 1 回評議員会（定時評議員会）の招集について審議を

行い、承認されました。 

↑要望書をクリックすると政策委員会ホームページ(平成 30年度重点要望書全文掲載)にジャンプします。 

↑URLをクリックすると全社協政策委員会ホームページにジャンプします。 

http://www.zseisaku.net/data/te290526.pdf
http://www.zseisaku.net/data/te290526.pdf
http://www.zseisaku.net/data/te290526.pdf
http://www.zseisaku.net/data/te290526.pdf
http://www.zseisaku.net/data/te290526.pdf
http://www.zseisaku.net/data/te290526.pdf


 

4  

会議冒頭の挨拶において、

斎藤会長は、4 月より全面施行

された改正社会福祉法をめぐる

状況を概括するとともに、本会

における改正法対応への理事

並びに監事の協力に対し感謝

の言葉を述べました。また、この

たびの法改正は、今後、社会福祉法人が社会から一層の評価を得ていく、その節目と

なるとの考えを述べました。 

本会の平成 28年度事業報告においては、社会福祉法人制度改革への取組み、生

活困窮者自立支援事業への対応状況等の報告を行うとともに、昨年の熊本地震等の

大規模災害被災地支援の取組みについて報告しました。 

 

斎藤会長挨拶全文 

本日は、平成 29 年度第 1 回理事会の開催にあたり、ご多忙の中、遠方よりご出席

いただきありがとうございます。 

この 4 月より、改正社会福祉法による社会福祉法人制度改革が全面施行となりまし

た。昨年度は、定款の変更及び所轄庁への認可申請等、社会福祉法人は等しくこの

問題に対応してまいりました。これにより、理事会と評議員会の役割が一層明確になる

など、各法人のガバナンスの強化が図られていくものと考えています。また、財務諸表

等の公開、決算に基づく社会福祉充実残額の算定、充実残額が生じた場合の社会福

祉充実計画の作成・承認への取り組み、さらに充実残額の有無に関わらず、すべての

社会福祉法人が地域貢献活動に取り組みます。 

全国社会福祉法人経営者協議会の磯会長がかねて述べられていますとおり、今回

の法改正は社会福祉法人が一層の役割を発揮し、社会に評価される好機であり、私

たち社会福祉法人は大きな節目のときを迎えていると考えています。 

本会においても、理事の皆様のご理解・ご協力をいただき、定款変更等について順

調に進めることができました。また、平成 28年度決算に基づき社会福祉充実残額を算

定したところ、充実残額は生じていないことが確認されました。 

本理事会は、現任期最後の理事会となります。理事の皆様にはこれまでのご尽力

に心から御礼申しあげ、今後とも全社協へのご支援・ご協力をお願い申しあげますとと

もに、引き続き理事にご就任いただく皆様には、さらなるご支援をお願い申しあげる次

第であります。 

 

 

あいさつを述べる斎藤全社協会長 
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■ 全社協 種別協議会・団体連絡会等 総会等報告 
 

 全国社会福祉協議会を構成する種別協議会の組織としてスタート～

全国救護施設協議会協議員総会 

 

全国救護施設協議会（会長 大西 豊美）は、5 月 10 日、全社協の種別協議会とし

てはじめての協議員総会を開催しました。同総会では、平成 28 年度事業報告、補正

予算・決算、平成 29 年度事業計画・予算、平成 30 年度国家予算及び今後の制度改

善策にかかる要望が審議されました。 

今年度の事業計画では、①「第二次行動指針」の推進②生活困窮者自立支援制

度および生活保護法の見直しを見据えた生活困窮者支援関係事業の取組み推進③

利用者の人権を尊重した支援と、利用者主体の個別支援の推進④社会福祉法人制

度改革への対応の 4つの柱を重点事項とする案が承認されました。 

その後、平成 29・30 年度の役員改選を行い、大西 豊美会長が再選されました。ま

た、副会長には、品川 卓正氏、木間 幸生氏、本田 英孝氏、藤本 和彦氏が再選

されました。 

大西会長からは「今年度、国においては生活保護法と生活困窮者自立支援法の見

直しに向けての検討が進められるため、その動向に注視し、本会として随時必要な対

応を示していく必要がある」とあいさつがありました。 

総会終了後、本会として平成 30 年度予算及び今後の制度改善策にかかる要望を

厚生労働省に提出をしました。 

続いて開催（5 月 10～11 日）された「平成 29 年度救護施設経営者・施設長会議」

には、全国から 159名の施設長等が参加し、救護施設を取りまく制度改革情報等につ

いて理解を深めました。 

 

平成 29・30年度役員体制(会長・副会長) 

(敬称略) 

役 職 都道府県 氏 名 所属施設名 

会 長 大阪府 大西 豊美 みなと寮 

副会長 東京都 品川 卓正 (福)村山苑 

副会長 福井県 木間 幸生 大野荘 

副会長 北海道 本田 英孝 明和園 

副会長 熊本県 藤本 和彦 真和館 
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【全国救護施設協議会】  

http://www.zenkyukyo.gr.jp/ 

 

 

 無料低額診療事業のあり方について検討を進める～全国福祉医療施

設協議会協議員総会 

 

全国福祉医療施設協議会(会長 桑名 斉)は、5 月 12 日、第 1 回協議員総会を開

催しました。平成 28 年度事業報告・決算の各議案が原案どおり承認された後、平成

29・30年度の役員改選を行い、正副会長を下記のとおり選任しました。 

桑名会長はあいさつの中

で、平成 30 年度の診療報

酬・介護報酬同時改定の

動向に触れながら、「どこの

病院でも緊迫した状況に

なってくる中で、報酬改定

への対応だけではなく、私

たちの本来の意義である、

無料低額診療事業をしっかりと配慮していきたい」と述べました。 

全国福祉医療施設協議会では、今年度、政府が進める「地域共生社会」の実現に

向けて福祉医療施設が果たしうる役割の検討を進め、無料低額診療事業のあり方に

ついて引き続き、検討を行っていくこととしています。 

 

平成 29・30年度役員体制(会長・副会長) 

（敬称略） 

役 職 都道府県 氏 名 所属施設名 

会 長 東 京 都 桑名 田斉 信愛病院 

副会長 神奈川県 田中 田滋 神奈川県医療福祉施設協同組合 

副会長 大 阪 府 松川 直道 寺田萬寿病院 

 

【全国福祉医療施設協議会】 

http://zenkoku-iryokyo.jp/ 

↑ＵＲＬをクリックすると全国救護施設協議会ホームページにジャンプします。 

↑ＵＲＬをクリックすると全国福祉医療施設協議会ホームページにジャンプします。 

あいさつを述べる桑名会長 

http://www.zenkyukyo.gr.jp/
http://zenkoku-iryokyo.jp/
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 会長に菅田 賢治氏を再任～全国母子生活支援施設協議会総会 

 

全国母子生活支援施設協議会は、5 月 12 日、協議員

総会を開催しました。 

総会では、平成 28 年度事業報告・決算、平成 29 年度

事業計画・予算を決定しました。また、「全母協倫理綱領」

の改定、諸規程の見直しも承認されました。 

平成 29・30 年度の役員選出では、会長に菅田 賢治氏

（宮城県・仙台つばさ荘）が再選されました。菅田会長は、

「ビジョンで掲げた母子生活支援施設像の実現をめざし、

地域にも一層支援の視線を向けてこれからの 2年間に取り

組みたい」と決意を述べました。 

 

平成 29・30年度役員体制（会長・副会長） 

（敬称略） 

役 職 都道府県 氏 名 所属組織名 

会 長 宮城県 菅田 賢治 仙台つばさ荘 

副会長 京都府 芹澤   出 野菊荘 

副会長 千葉県 友田 直人 旭ヶ丘母子ホーム 

副会長 三重県 乙部 公裕 みのり苑 

 

【全国母子生活支援施設協議会】 

http://zenbokyou.jp/boshi/ 

 

 

 平田 ルリ子会長が再任、乳児院における養育と支援のさらなる発展を

はかる～全国乳児福祉協議会総会 

 

全国乳児福祉協議会(会長 平田 ルリ子)は 5 月 15 日に協議員総会を開催しまし

た。平成 28 年度事業報告・決算、29 年度事業計画・予算、諸規則改正が原案どおり

承認されたほか、29・30 年度の役員選出が行われ、平田ルリ子会長及び副会長が再

選されました。 

あいさつを述べる菅田会長 

↑ＵＲＬをクリックすると全国母子生活支援施設協議会ホームページにジャンプします。 

http://zenbokyou.jp/boshi/
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平田会長は開会及び再任の挨拶において、厚生労働省「新

たな社会的養育の在り方に関する検討会」における議論を念

頭に、乳児院における被虐待児、障害のある乳幼児等への養

育、また課題のある保護者への支援といった役割、専門性のさ

らなる発展をはかり、全社協との連携のもと難局の時期を乗り越

えたいと述べました。 

また、総会終了後、全乳協正副会長・委員長は厚生労働省 

雇用均等・児童家庭局 家庭福祉課を訪問し、平成 30 年度国

家予算要望を行いました。緊急性を要する乳幼児の生命を守

るための一時保護、専門的なケアや小規模な養育環境、里親支援などの充実に向け

た予算対応を要望し、家庭福祉課からは前向きに検討する旨の発言がありました。 

 

平成 29・30年度役員体制(会長・副会長) 

                                               （敬称略） 

役 職 都道府県 氏 名 所属施設名 

会 長 福岡県 平田 ルリ子 清心乳児園 

副会長 和歌山県 森下  宣明 和歌山乳児院 

副会長 東京都 今田  義夫 日赤医療センター附属乳児院 

副会長 埼玉県 柴崎  順三 康保会玉淀園 

【要望書】http://www.zseisaku.net/ActionReport/nyuji-h30yobo.pdf 

 

【全国乳児福祉協議会】http://www.nyujiin.gr.jp/ 

 

 

 

 日野 博愛会長再任、障害者支援施設における防犯・防災対策の推

進～全国身体障害者施設協議会協議員総会 

 

全国身体障害者施設協議会（会長 日野 博愛／以下、「身障協」）は、5月15日、

第1回協議員総会を開催し、平成28年度事業報告案、決算の審議並びに平成29・30

年度の役員改選を行いました。 

↑ＵＲＬをクリックすると全国乳児福祉協議会ホームページにジャンプします。 

↑ＵＲＬをクリックすると要望書にジャンプします。 

あいさつを述べる平田

会長 

http://www.zseisaku.net/ActionReport/nyuji-h30yobo.pdf
http://www.nyujiin.gr.jp/
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役員改選については、運営内規並びに役員改選要領に基づき進められ、日野 博

愛会長（福岡県・千歳療護園）が再選されました。その後、副会

長、常任協議員等の選出が行われ、新執行体制は下記のとおり決

定しました。 

会議冒頭、日野会長より、平成28年度事業を振り返り、各会員に

協力いただきながら、障害者総合支援法施行後3年の見直しへの

対応、社会福祉法人制度改革や権利擁護・虐待防止に向けて取

組んできたことに加え、熊本地震や相模原市の施設における事件

を踏まえ、あらためて障害者支援施設における防犯・防災対策の

意識を高めていかなければならないとの挨拶がありました。 

さらに平成29年度は、平成30年度障害福祉サービス等報酬改

定の検討への課題に対し、組織として取組んでいく旨の説明がありました。 

 

平成 29・30年度役員体制（会長・副会長） 

(敬称略) 

役 職 都道府県 氏 名 所属施設名 

会 長 福岡県 日野 博愛 千歳療護園 

副会長 宮城県 白江   浩 太白ありのまま舎 

副会長 群馬県 眞下 宗司 誠光荘 

副会長 福井県 田原   薫 金津サンホーム 

 

【全国身体障害者施設協議会】 

http://www.shinsyokyo.com/ 

 

 阿由葉 寛会長再任、社会就労センターの工賃向上と一般就労移行

の役割を強調～全国社会就労センター協議会協議員総会 

 

全国社会就労センター協議会（会長 阿由葉 寛／以

下、「セルプ協」）の平成 29 年度第 1 回協議員総会が 5

月 16日に開催されました。 

会議冒頭に、阿由葉会長より「今年度は障害福祉サー

ビス等の報酬改定が行われる平成 30 年度に向けて、勝

負の1年になる。就労継続支援Ｂ型事業の工賃向上を大

きな柱として取り組みを進め、成果を上げることが重要で あいさつを述べる阿由葉会長 

↑ＵＲＬをクリックすると全国身体障害者施設協議会ホームページにジャンプします。 

あいさつを述べる
日野会長 

http://www.shinsyokyo.com/
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ある。また、利用者の囲い込みと言われないよう、就職できる可能性のある利用者は一

般就労につなげ、一般就労が難しくなった方々をきちんと受け止めるなど、これまで果

たしてきたセーフティネットの役割を果たすことが重要だと考えている。やるべきことに

対して、真摯に取り組んでいただきたい」との挨拶がありました。 

総会では、平成 28 年度事業報告案・決算等の審議と役員改選が行われ、役員改

選では、阿由葉会長が再選され、新役員体制が下記のとおり決定しました。 

また、今年度はセルプ協結成40周年にあたり、７月27～28日に兵庫県神戸市にて

記念大会が開催される予定であり、会員の積極的な参加の呼びかけが行われました。 

 

平成 29・30年度役員体制(会長・副会長) 

（敬称略） 

役 職 都道府県 氏 名 所属施設名 

会 長 栃木県 阿由葉田寛 社会就労センターきたざと 

副会長 北海道 髙江田智和理 北海道光生舎 

副会長 福岡県 叶  義 文 大牟田恵愛園 

副会長 長野県 小池  邦子 花工房福祉会 

副会長 三重県 松 村  浩 維雅幸育会 

 

【全国社会就労センター協議会】 

http://www.selp.or.jp/ 

 

 会員法人や全国組織等との双方向性を高める～全国社会福祉法人

経営青年会委員総会 

 

5 月 16 日、全国社会福祉法人経営青年会(会長 塘

林 敬規)は、平成 29 年第 1 回委員総会を開催し、平

成 28 年度事業報告案並びに決算を、原案どおりに承

認しました。 

また、役員改選が行われ、正副会長が以下のとおり

選出されました。 

廣江 晃前会長（鳥取県）に代わって選任された塘林 

敬規新会長（熊本県）は、就任挨拶の冒頭で熊本地震

の際の各都道府県からの支援にあらためて感謝を述べ

ました。中長期的な目標である『会員数 3,000 人』の実

↑ＵＲＬをクリックすると全国社会就労センター協議会ホームページにジャンプします。 

あいさつを述べる塘林会長 

http://www.selp.or.jp/
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現をめざし、「新規会員の加入促進と会員メリットの明確化」を進めていくことを確認し

ました。 

本年度から、全国社会福祉法人経営者協議会が進める「会員法人に対する経営支

援強化に向けた取り組み」を踏まえ、青年会が具体的な実務を担い、会員法人・都道

府県経営協・ブロック協議会・全国組織の双方向性を高める対応を進めることとしてい

ます。 
 

平成 29・30年度役員体制(会長・副会長) 

（敬称略） 

役 職 都道府県 氏 名 所属法人名 

会 長 熊本県 塘林 敬規 肥後自活団 

副会長 静岡県 杉山 弘年 蒼樹会 

副会長 栃木県 菊地 月香 同愛会 

副会長 富山県 神田   学 梨雲福祉会 

副会長 兵庫県 梅野 高明 勝原福祉会 

 

【全国社会福祉法人経営青年会】 

http://www.zenkoku-skk.ne.jp/ 

 

 民生委員制度創設 100 周年活動強化方策の基本的内容について確

認～全国民生委員児童委員連合会評議員会 

 

5 月 17 日、全国民生委員児童委員連合会(会長 得能 金市)は評議員会を開催

し、平成 28 年度の事業報告や決算の承認とともに、7 月 9～10 日開催の民生委員

制度創設 100 周年記念大会の準備状況の報告や大会宣言（案）の協議、全国一斉

モニター調査の第 1次報告の報告などを行いました。 

また、今年度は民生委員制度創設 100 周年の節目の年であることから、「民生委

員制度創設 100 周年活動強化方策」について協議を行い、基本的内容について確

認しました。活動強化方策は、今後、評議員会での意見等を踏まえ、修正を加えたう

えで、7月の 100周年記念大会にあわせて公表する予定です。 
 

【全国民生委員児童委員連合会】 

http://www2.shakyo.or.jp/zenminjiren/index.html 

↑ＵＲＬをクリックすると全国民生委員児童委員連合会ホームページにジャンプします。 

↑ＵＲＬをクリックすると全国社会福祉法人経営青年会ホームページにジャンプします。 

http://www.zenkoku-skk.ne.jp/
http://www2.shakyo.or.jp/zenminjiren/index.html
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 新会長に桑原 教修氏が就任～全国児童養護施設協議会協議員総会 

 

全国児童養護施設協議会(会長 桑原 教修)では、5 月

17 日に協議員総会を開催し、前年度事業報告・決算を決

定しました。また、平成 29・30 年度の役員選出を行い、会

長に桑原 教修氏（京都府・舞鶴学園）が選出されました。

桑原会長は就任にあたって、「『児童養護ここにあり』と言え

るよう、新しい時代にふさわしい取り組みを行っていきたい」

と決意を述べました。 

 

 

平成 29・30年度役員体制(会長・副会長) 

（敬称略） 

役 職 都道府県 氏 名 所属組織名 

会 長 京都府 桑原 教修 舞鶴学園 

副会長 静岡県 加藤 秀郷 静岡恵明学園児童部 

副会長 東京都 武藤 素明 二葉学園 

副会長 大阪府 伊山 喜二 南河学園 

副会長 岡山県 則武 直美 岡山聖園子供の家 

 

【全国児童養護施設協議会】 

http://www.zenyokyo.gr.jp/ 

 

 

 大西会長再任～全国厚生事業団体連絡協議会協議員総会 

 

全国救護施設協議会（会長 大西 豊美／以下、「全救協」）、全国更宿施設連絡

協議会（以下、「更宿連」）、全国身体障害者福祉施設協議会（以下、「全身協」）、全

国婦人保護施設等連絡協議会（以下、「全婦連」）の 4 団体から成る全国厚生事業団

体連絡協議会（会長 大西 豊美）の平成 29 年度協議員総会を 5 月 17 日に開催し

平成 28年度事業報告、補正予算・決算、平成 29年度事業計画、予算の各議案が原

案どおりに承認されました。 

続いて平成 29・30 年度の役員改選を行い、大西 豊美会長(全救協)が再選されまし

た。副会長には品川 卓正氏（全救協副会長）、山田 明彦氏（更宿連会長）、加藤 尚

↑ＵＲＬをクリックすると全国児童養護施設協議会ホームページにジャンプします。 

あいさつを述べる桑原会長 

http://www.zenyokyo.gr.jp/
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氏（全身協会長）、横田 千代子氏（全婦連会長）が選出されました。 

今年度の事業計画では、全国厚生事業団体連絡協議会研究会議を開催するにあ

たり、関係施設における実践と交流を通してノウハウを共有し、生活困窮者支援のた

めの関係施設間のネットワーク構築の推進につなぐとともに、これからの研修等のあり

方について検討を進めていくこととしています。 

 

平成 29・30年度役員体制(会長・副会長) 

（敬称略） 

役 職 氏 名 所属組織名 

会 長 大西  豊美 全国救護施設協議会 

副会長 品川  卓正 全国救護施設協議会 

副会長 山田  明彦 全国更宿施設連絡協議会 

副会長 加藤    尚 全国身体障害者福祉施設協議会 

副会長 横田 千代子 全国婦人保護施設等連絡協議会 

 

【全国厚生事業団体連絡協議会】 

http://www.shakyo.or.jp/bunya/shougai/kousei/index.html 

 

 上村 初美会長が再任、保育士の社会的地位の向上をめざす～全国

保育士会委員総会 

 

5月18日、平成29年度第1回全国保育士会委員総会が開催されました。開会冒頭、

全国保育士会上村 初美会長、全国保育士会万田 康顧問（全国保育協議会会長）、

全社協寺尾 徹常務理事が挨拶し、続いて厚生労働省 雇用均等・児童家庭局 保

育課 楠目 聖企画官よりご挨拶を賜りました。 

総会では、平成28年度事業報告(案)、収支決算につい

ての審議が行われ、原案どおり承認されました。続けて、

役員改選が行われ、会長には上村 初美氏が再選されま

した。 

上村会長は再選後のあいさつで、「4期目を迎え、あらた

めて身の引き締まる思いである。これまで、『養護と教育が

一体となった保育の言語化』について取り組み、成果を発

信してきた。今後の課題として、保育士のさらなる処遇改

善につなげるためにも、保育士の社会的地位の向上に向

けて力を入れて取り組んでいきたい。私たち保育士は、国

↑ＵＲＬをクリックすると全国厚生事業団体連絡協議会ホームページにジャンプします。 

あいさつを述べる上村会長 

http://www.shakyo.or.jp/bunya/shougai/kousei/index.html
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家資格をもつ専門職として、子どもの最善の利益を考慮した保育に取り組んでいる。

専門職とはどういうことかについても言語化して伝えていかなければならない。」と、新

たな任期への決意を述べました。 

 

平成29・30年度役員体制(会長・副会長) 

(敬称略) 

役 職 都道府県・指定都市 氏 名 所属施設名 

会 長 福岡県 上村 初美 砂山保育園 

副会長 静岡県 村松 幹子 たかくさ保育園 

副会長 兵庫県 荻原 尚子 認定こども園どんぐりの家 

副会長 北九州市 北野 久美 あけぼの愛育保育園 

 

【全国保育士会】 

http://www.z-hoikushikai.com/index.php 

 

 

 万田 康会長が再任、保育所・認定こども園等のさらなる発展をめざす 

～全国保育協議会協議員総会 

 

全国保育協議会(会長 万田 康)は、5 月 19 日、平成 29 年度第 1 回協議員総会

を開催しました。平成 28 年度事業報告、会計決算について協議され、原案どおり承

認されました。また、役員改選が行われ、万田会長が再選されました。 

平成 29 年は子ども・子育て支援新制度が施行されて

3 年目を迎え、第 2 期の子ども・子育て支援事業計画の

策定に向けた各自治体での議論がスタートする時期で

す。万田会長からは選任後のあいさつのなかで、ブロッ

ク・県・市それぞれの状況やニーズを踏まえた取組みを

さらに強化していただきたいこと、各会員においては保

育士等の処遇改善、並びにキャリアアップの仕組みづく

りを着実に実施していただきたいことなどが示されまし

た。 

また、会員からの意見を集約し、これからの保育所・認定こども園等のさらなる発展

のために、全保協の事業を進めていくことを確認しました。 

 

↑ＵＲＬをクリックすると全国保育士会ホームページにジャンプします。 

あいさつを述べる万田会長 

http://www.z-hoikushikai.com/index.php
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平成 29・30年度役員体制(会長・副会長) 

（敬称略） 

役 職 
都道府県

指定都市 
氏 名 所属施設名 備 考 

会 長 福岡県 万田   康 新生第二保育園  

副会長 青森県 佐藤 秀樹 こどものくに  

副会長 川崎市 奥村 尚三 すこやか諏訪保育園  

副会長 富山県 小島 伸也 認定こども園はりはら保育園  

副会長 和歌山県 森田 昌伸 紀伊保育園 会則第 19条 2項（※） 

副会長 横浜市 清水 淳子 横浜市竹之丸保育園 公立の会員の代表者 

副会長 福岡県 上村 初美 砂山保育園 全国保育士会会長 

（※）会則第 19 条 2 項の定める副会長は、「会長事故あるときは（中略）その職務を

代理する」者 

 

【全国保育協議会】 

http://www.zenhokyo.gr.jp/ 

 

 全国組織としての役割を果たす～全国ホームヘルパー協議会協議員総会 

 

全国ホームヘルパー協議会(会長 神谷 洋美)は 5 月 19 日、平成 29 年度協議員

総会を開催しました。 

総会では、平成 29 年度の事業計画・予算などの審議とともに、平成 29・30 年度の

役員選出を行い、下表の新役員が選出されました。 

再任となった神谷 洋美会長からは、所信表明として

「職能団体の全国組織としての役割を果たしていかなけれ

ばならない。全国のホームヘルパーが抱えている思いや

課題を伝えるなど、ホームヘルパーが利用者の在宅生活

を支えるにあたり適切な活動ができるよう国に働きかけて

いく。また、情報提供や研修会の開催など、会員への支援

のあり方を含めて組織の強化に努めていく」との抱負が述

べられました。 

その他、総会では本年度の取組みに向け、介護報酬改定への対応や、組織の今

後のあり方について協議を行いました。 

 

↑ＵＲＬをクリックすると全国保育協議会ホームページにジャンプします。 

あいさつを述べる神谷会長 

http://www.zenhokyo.gr.jp/
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平成 29・30年度役員体制（会長・副会長） 

(敬称略) 

役 職 都道府県 氏 名 所属組織名 

会 長 愛知県 神谷 洋美 愛知県ホームヘルパー連絡協議会 

副会長 石川県 鍋谷 晴子 石川県ホームヘルパー協議会 

副会長 岡山県 山磨 一陽 岡山県ホームヘルパー連絡協議会 

副会長 福岡県 福島 愛砂 福岡県ホームヘルパー連絡会 

 

【全国ホームヘルパー協議会】 

https://www.homehelper-japan.com/ 

 

 磯 彰格会長が再任、社会福祉法人の使命遂行、組織強化に取組む

～全国社会福祉法人経営者協議会総会 

 

全国社会福祉法人経営者協議会(会長 磯 彰格／以下、「全国経営協」)は、5 月

19 日、第 1 回協議員総会を開催し、平成 28 年度事業報告並びに決算を承認したほ

か、平成 29年度・30年度新役員を選出しました。 

全会一致で再選された磯会長は、「大きな変革期

に重責を引き受けることに身が引き締まる思い。2 年

前に会長に就任して以来、制度改革や課税問題など

大きな課題に対し、全国の社会福祉法人が本来の使

命を果たせるよう取り組んできた。全国経営協の会員

数は 7,500 超に拡大し、会費の見直し等、組織強化・

財務強化にも努めてきた。皆様のご支援により、ブ

ロック協議会や都道府県経営協の活動が活発化し、

会員法人にとって、全国経営協が身近な存在になっ

たものと思う。本年度についても、重要な課題が山積しているので、高岡前会長から引

き継いだ全国経営協 3 つの基本姿勢のもと、取り組んでまいりたい」と所信を表明しま

した。 

全国経営協の基本姿勢 

一つ、社会福祉法人が主体性を持ち自律的な経営ができるようにしていくこと。 

一つ、経営努力を活かすことのできる業界にしていくこと。 

一つ、社会福祉法人としてより一層社会へ貢献すること。 

あいさつを述べる磯会長 

↑ＵＲＬをクリックすると全国ホームヘルパー協議会ホームページにジャンプします。 

http://zseisaku.net/action/demand/
http://zseisaku.net/action/demand/
http://zseisaku.net/action/demand/
https://www.homehelper-japan.com/
http://zseisaku.net/action/demand/
http://zseisaku.net/action/demand/
http://zseisaku.net/action/demand/
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平成 29・30年度役員体制(会長・副会長) 

（敬称略） 

役 職 ブロック 選出都道府県 氏 名 

会 長 近畿 京都府 磯   彰格 

副会長 

5名（中央推

薦 2名以内） 

近畿 大阪府 菊池 繁信 

九州 熊本県 小笠原 嘉祐 

中央推薦 静岡県 武居   敏 

北関東・信越 埼玉県 金子 伸行 

南関東・甲静 千葉県 田邉 信行 

 

【全国社会福祉法人経営者協議会】 

http://www.keieikyo.gr.jp/ 

 

 川村 裕委員長選任、新体制スタート～地域福祉推進委員会総会等 

 

地域福祉推進委員会(委員長 川村 裕)は、5月23日、平成29年度総会を開催しま

した。総会では、平成29年度の事業計画・予算などが審議され、各議案が原案どおり

承認されました。 

また、平成29・30年度役員の選出を行い、委員長には川村 裕氏（岩手県・盛岡市

社協会長）が選出され、副委員長には森住 敏逸氏（神奈川県・南足柄市社協会

長）、越智 和子氏（香川県・琴平町社協常務理事・事務局長）、松本 利治氏（三重

県社協常務理事・事務局長）、大國 羊一氏（島根県社協常務理事）がそれぞれ選出

されました。 

そのほか、総会では、各社協からの意見を反映してまとめられた「社協・生活支援活

動強化方針」の「第2次アクションプラン」が報告され、「あらゆる生活課題への対応」と

「地域のつながりの再構築」を柱に、

強化方針の具体化に向けた、平成

32年度までの社協の行動方策につ

いて確認しました。 

総会終了後には、「『我が事・丸ご

と』の地域づくりの推進と社会福祉

協議会」をテーマに、地域福祉推進

委員会セミナーを開催しました。セミ

ナーでは、国の地域力強化検討会

↑ＵＲＬをクリックすると全国社会福祉法人経営者協議会ホームページにジャンプします。 

地域福祉推進委員会セミナーの様子 

http://www.keieikyo.gr.jp/
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の委員を務める越智 和子氏より委員会での審議状況にかかる報告がなされるととも

に、新たな地域福祉施策が進められるなかで社協が果たすべき役割などについて意

見交換を行いました。 
 

平成29・30年度役員体制(委員長・副委員長) 

                                           (敬称略) 

役 職 氏 名 所属先社協・役職 

委員長 川村   裕 岩手県・盛岡市社協 会長 

副委員長 森住 敏逸 神奈川県・南足柄市社協 会長 

副委員長 越智 和子 香川県・琴平町社協 常務理事・事務局長 

副委員長 松本 利治 三重県社協 常務理事・事務局長 

副委員長 大國 羊一 島根県社協 常務理事 

 

■ 磯 彰格委員長（全国経営協会長）が再任～施設協連絡

会会長会議 
 

5 月 23 日、全社協・社会福祉施設協議会連絡会（会長 磯 彰格／13 種別協議

会・団体連絡協議会により構成）会長会議を開催し、平成 28 年度活動報告案並びに

決算を承認したほか、平成 29・30年度新役員を選出しました。 

委員長には磯 彰格全国経営協会長が再任され、「すべての社会福祉法人が改正

社会福祉法で要請されている事項に確実に対応できるように、本連絡会を構成する種

別協議会・団体連絡協議会が一丸となって取り組んでいきたい」と所信を表明しました。 

また、連絡会では、社会保障審議会生活困窮者自立支援及び生活保護部会の検

討状況を注視しながら、地域共生社会の実現に向けて、社会福祉法人・福祉施設が

それぞれの地域のなかで、その役割を主導できるように各種別横断的に検討を進め

ていくことを確認しました。 

 

平成 29・30年度役員体制(委員長・副委員長) 

（敬称略） 

役 職 氏 名 所属組織名・役職 

委 員 長 磯   彰格 全国社会福祉法人経営者協議会会長 

副委員長 日野 博愛 全国身体障害者施設協議会会長 

副委員長 万田   康 全国保育協議会会長 
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■ 全乳協の意見書提出～新たな社会的養育の在り方に関する

検討会 
 

厚生労働大臣の下に、児童福祉法の改正（平成 28年 5月 27日）等を踏まえ、新た

な社会的養育のあり方、児童相談所等の専門性の強化、市区町村の支援業務のあり

方、児童虐待対応における司法関与と特別養子縁組制度の利用促進のあり方等の検

討を行うための検討会が設置・開催されています。 

5 月 26 日、「第 14 回 新たな社会的養育の在り方に関する検討会」が開催され、こ

れまでの検討会の議論を踏まえ、「施設の在り方」について、乳児院の役割・機能につ

いての議論を中心に行われました。この検討会に対し、全国乳児福祉協議会(会長 

平田 ルリ子)は「新たな社会的養育の在り方に関する検討会への意見・提言」を提出

しています。 

委員からは、「乳児院改革の必要性は検討会として一致している」とし、妊産婦・母

子を対象とする乳幼児と親支援の機能の拡充、里親育成・支援の機能強化等が求め

られる、との意見がありました。 

なお、その際、「乳児院」の名称について、実態と機能に見合った名称に変更するこ

ともあわせて議論されました。 

このほか、各自治体等における子どもの権利擁護に関する取組みについて事務局

から説明があり、審議会等の体制の在り方等について議論されました。 

次回は 6月中の開催が見込まれ、検討会のとりまとめに向けた議論が大詰めを迎え

ます。 

「新たな社会的養育の在り方に関する検討会」の資料・全乳協の意見・提言書は、

以下の厚生労働省ホームページからご覧いただけます。 

http://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-11901000-Koyoukintoujidoukateikyoku-Soumuka/0000166122.pdf  

 

また、同日開催の衆議院厚生労働委員会の質疑のなかで、「里親、養子縁組につ

いて」の質問に対し、塩崎大臣は、「基本的に全面賛成である。特別養子縁組、あるい

は里親としても、愛着形成がなされる一番大事な時期に乳児院に行き、養護施設へ

行って、18歳まで施設にいる、そうしたことを避けるということが去年の児童福祉法改

正のこころである。そういう意味で、乳児院、他の施設も含めて、新規入所は停止する

ぐらいの気持ちで臨まなければ、去年の法改正の意味がないと思っている。そういう意

味ではこうした子どもたちを養子にもらおう、少なくとも里親で引き受けよう、そうした人

たちを探し出すことが大事だと思っている。」との発言をし、里親、養子縁組について

「児童福祉法の所管は厚生労働省であるので、率先してやらなければいけないと思っ

ている。」との旨の答弁をしています。 

http://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-11901000-Koyoukintoujidoukateikyoku-Soumuka/0000166122.pdf
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■ 親子を離さない支援ができる施設の活用をアピール～平成 30

年度国家予算要望書を提出（全母協） 
 

全国母子生活支援施設協議会（会長 菅田 賢治／以下、「全母協」）は 5月 12日、

平成 30年度国家予算要望書を厚生労働省に提出しました。 

要望書は 5 本の柱からなり、社会生活を続けるにあたり課題を抱える母子が、ともに

生活しながら支援を受けることができる施設であり、有力な社会資源である母子生活

支援施設をアピールしています。 

母子生活支援施設は「母と子が共に生活しながら支援を受けることができる唯一の

児童福祉施設」として、母と子へのそれぞれの支援のみならず、母と子の関わりへの

支援を通じた親子関係の再構築や、妊娠期からの関わりなどの幅広い支援に取組ん

でいます。 

全母協では平成 27年に「私たちのめざす母子生活支援施設（ビジョン）」を作成し、

従来の施設内における支援（インケア）や退所後の支援（アフターケア）のみならず、

地域でのひとり親家庭への支援（アウトリーチ）への取組みをめざしています。 

当日は、菅田会長より厚生労働省の担当課（雇用均等・児童家庭局家庭福祉課）

に、妊娠期から子育て期までの幅広く切れ目のない支援が求められている社会に果

たすことができる役割を伝えつつ、要望書を手交しました。 

そのうえで、ＤＶ等の問題に加え、経済上・精神上の多様な課題を抱える母親と子

どもたちが母子生活支援施設を利用している現状、人員体制・支援体制の強化が求

められるものの、自治体間の整備や活用度に格差があるなどの課題も伝えながら、体

制充実のための財政的バックアップを求めました。 

詳細は、下記 URL より要望書をダウンロードのうえご覧ください。 

http://www.zseisaku.net/ActionReport/zenbokyo-h30yosanyobo.pdf 

 

 

■ 民生委員・児童委員による社会的孤立状態にある世帯への支

援に関する調査結果 第1次報告について～民生委員制度創

設 100周年記念 全国モニター調査(全民児連) 
 

本（平成 29）年は、民生委員制度創設 100周年です。 

これを記念し、全国民生委員児童委員連合会(以下、「全民児連」)では民生委員制

度創設 100 周年記念事業の一環として、全国 23 万人余の民生委員・児童委員すべ

↑ＵＲＬをクリックすると要望書にジャンプします。 

http://www.zseisaku.net/ActionReport/zenbokyo-h30yosanyobo.pdf
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てを対象に、標記調査を実施し、今般、その第 1次集計結果がまとまりました。 

今回調査においては、今日、社会的に課題となっている「社会的孤立」をテーマとし

ました。社会的孤立状態にある人（世帯）においては、さまざまな課題を抱えた場合で

あっても、周囲に助けてくれる人や相談相手がいないために課題等が深刻化する場

合が少なくありません。 

調査は、全国の民生委員・児童委員が実施した、「社会的孤立状態にあって、かつ

課題や困りごとを抱えた人（世帯）に対する支援」事例を収集・分析することで、どのよ

うな課題を抱えた人（世帯）が多いのか、また民生委員・児童委員がその解決のため

につないだ専門機関等による支援により、その人（世帯）の課題が解決したのか等を

明らかにすることで、今後必要な支援制度やサービス、また地域において期待される

取り組み等を考察することを目的として実施したもので、全国 53,454 件の事例が集ま

りました。 

今回の報告は、まず全体の傾向を明らかにしたものであり、全民児連では、今後、

具体的な事例分析を進めるなかで、より具体的な課題について整理する予定としてい

ます。 

詳細は、下記全民児連ホームページよりご覧ください。 

http://www2.shakyo.or.jp/zenminjiren/topics/2017/100_chosa_1.html 

 
注 1 民生委員制度創設 100周年について 

・ 民生委員制度は、大正 6（1917）年、岡山県で創設された「済世顧問制度」を

その源とするもので、本年、100 周年を迎えました。この済世顧問設置に関す

る規程の公布が 5月 12日であったことから、毎年 5月 12日を「民生委員・児

童委員」としています。制度創設 100 周年の本年 5 月 12 日は「民生委員制

度 100周年の日」です。 

注 2 全国モニター調査について 

・ 民生委員の主要な役割の一つに、地域の状況を適切に把握することがあり

ます。「モニター調査」とは、民生委員が地域社会を注視する「モニター」とな

ることで、社会の見えづらい課題を明らかにすることを目的として実施する全

国調査です。その歴史は昭和 43 年、わが国で初めてねたきり高齢者の実態

を明らかにした「居宅ねたきり高齢者の実態調査」に遡り、以来、種々のテー

マで実施されてきました。 

注 3 「社会的孤立」について 

     ・ 今回調査においては、「社会的孤立」の定義を、「周りに助けを求められる

相手がいない状態、また、周囲にその人を気にかける人が誰もいない状

態」としています。 

↑ＵＲＬをクリックすると全国民生委員児童委員連合会ホームページにジャンプします。 

http://www2.shakyo.or.jp/zenminjiren/topics/2017/100_chosa_1.html
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■ 社会福祉法人のロゴマーク等広報ツール作成～全国経営協 
 

全国社会福祉法人経営者協議会（会長 磯 彰格

／以下、「全国経営協」）は、社会福祉法人のポジ

ティブなイメージを社会に広めるため、重点事業とし

て戦略的な広報に取組んでいます。このたび、全国

経営協が展開する広報の一環としてロゴマークや社

会福祉法人を紹介する動画等を作成しました。 

「ロゴマーク」は、社会福祉法人のポジティブなイ

メージを形成するための全国経営協広報戦略「経営

協 NEXT 計画」事業の一環として、社会福祉法人の使命を内部で共有し、また広く一

般に向けて広報するためのツールとして展開しているものです。 

～ ロゴマークで表現していること ～ 

・社会福祉法人が目指す「多様性を受け容れる社会」や「一人ひとりの心の温かさ」 

・3つの重なりから浮かび上がる“人”の文字で、人と人とが支え合い、誰もが安心し 

て暮らせる地域をつくり、「その人らしく生きる」を守り抜く、社会福祉法人の使命 

 

6 月 1 日から、全国経営協「会員専用ページ」において配布（ダウンロード）を開始

し、会員法人や経営協事業（都道府県、ブロックを含む）の広報において活用を進め

ます。 

また、ロゴマークのイメージを共有し、社会福祉法人の役割や実践等を紹介する際

の導入として動画等の広報ツールを作成しました。動画は YouTubeに公開しています。 

 

 

 

 

 

↑画像をクリックすると動画“みんなの「生きる」を 社会福祉法人”にジャ

ンプします。(Youtube) 

https://youtu.be/5X8GuwTRqVA
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■ 施設退所者を支援するための奨学金等一覧を作成～全養協 
 

子どもの貧困や施設退所者支援の問題が社会的に注目されるなか、全国児童養

護施設協議会（会長 桑原 教修／以下、「全養協」）は、児童養護施設を退所する児

童等の自立支援をはかるため、このたび民間や行政が実施している奨学金等を始め

とする様々な自立支援制度を一覧に取りまとめました。 

これは、全養協の都道府県協議員や事務局から寄せられた情報を集約したもので、

①進学・就労に係る助成金等制度 72件、②資格取得等就労支援制度 11件、③その

他自立支援に係る制度 12件、④大学が実施する奨学金等制度 11件など、全 112件

の制度を掲載しています。 

全養協のホームページにも掲載していますので、ご活用ください。 

 

http://www.zenyokyo.gr.jp/ 

 

 

 

■ 『新たな社会的養護への挑戦～すべての子どもと歩む未来へ～』

を発刊～全養協 
 

全国児童養護施設協議会（会長 桑原 教修／以

下、「全養協」）は、全養協の設立大会から 70回の節

目の開催となった、昨年 11月の第 70回全国児童養

護施設長研究協議会（東京大会）を記念して、直近

10 年間の全養協の取組みや、この間、社会的養護

の第一線で活躍してきた関係者・識者の言葉などを

まとめた記念誌『新たな社会的養護への挑戦～すべ

ての子どもと歩む未来へ～』を発刊しました。 

これは、昨年度まで全養協に設置されていた記念

誌編纂特別委員会（加藤 秀郷委員長）にて、2年度

にわたり企画、編集などを重ねてきたものです。400

部限定で、一般への有償頒布も行っていますので、

ぜひ購読ください。詳細は全養協ホームページをご

覧ください。 

↑ＵＲＬをクリックすると全国児童養護施設協議会ホームページにジャンプします。 

↑画像をクリックすると全養協 HP

にジャンプします。 

http://www.zenyokyo.gr.jp/
http://www.zenyokyo.gr.jp/whatsnew/kinenshi.pdf
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http://www.zenyokyo.gr.jp/ 

 

 

 

■ 平成 29年度業務・法令研修～中央福祉人材センター 
 

5 月 24～25 日、中央福祉人材センターは今年度の「業務・法令研修」を開催しまし

た。 

本研修は、都道府県の福祉人材センター・

バンクに新たに採用、異動された職員を中心

に、センター事業の役割や関係法規などの理

解、無料職業紹介業務を中心とした窓口業務

に必要な基礎的な知識の習得を目的としたも

ので、参加者は 65名でした。 

福祉人材センターの事業をめぐっては、本

年 4月の新COOLシステムの稼働に伴って個

人情報の取り扱いに関する理解の必要性がさ

らに高まっていることや、年々多様化、個別化する求人事業者と求職者のニーズに適

切に対応できる無料職業紹介業務のスキルが求められていることもあり、研修会では、

関係法令の解説やパネルディスカッションでの各県の取組事例の紹介、意見交換な

どを行いました。 

 

 

 

 

  

↑ＵＲＬをクリックすると全国児童養護施設協議会ホームページにジャンプします。 

研修の様子 

http://www.zenyokyo.gr.jp/
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「子どもと保護者の育ちを支えるガイドブック」活用研修会開催のお知らせ 

 

 

近年、子どもや子育て家庭をめぐる環境は著

しく変化し、子育ての支援を受けることが難しい

状況が増えています。また、子どもの貧困問題

の深刻化や保護者の経済的貧困に起因する社

会的な孤立は、子どもの育ちへ大きな影響が懸

念されます。そのため、重大な子育てリスクへの

介入だけでなく、子育てに対する身近な支援や

相談対応を地域の中で意識的に行う必要性が

いっそう高まっています。 

このような状況をうけ、全社協では、平成 27年

に「子どもと保護者の支援ガイドブック作成検討

委員会(委員長 大竹 智氏／立正大学教授)」を設置し、平成 29 年 2 月に報告書を

とりまとめ、書籍『気づく かかわる つなげる～保育者のための子どもと保護者の育ち

を支えるガイドブック～』として、平成 29年 3月に刊行しました。 

本研修会は、上記書籍の内容を踏まえつつ、子どもや保護者のささいな変化への

気づき、かかわり、必要に応じて関係機関につなげることについて、さまざまな実践事

例から具体的に学ぶとともに、他機関との情報共有や連携の手法について、理解を深

めることを目的に開催します。 

研修会の概要 

主  催 社会福祉法人 全国社会福祉協議会 

日  時 平成 29年 7月 11日(火)10:20～16:40 (9:30受付開始) 

日  時 平成 29年 7月 12日(水)09:00～11:15 (8:30受付開始) 

会  場 東京都千代田区霞が関 3-3-2新霞が関ビル 5階 全社協会議室 

内  容 基調講演、シンポジウム、分科会 

※詳細は下記 URL より開催要項をダウンロードのうえ、ご覧ください。 
http://www.shakyo.or.jp/news/20170509_kodomo.pdf 

 
問合せ先 社会福祉法人全国社会福祉協議会 児童福祉部 

TEL 03-3581-6503 FAX 03-3581-6509 

インフォメーション 

↑画像をクリックすると開催要項にジャン

プします。 

http://www.shakyo.or.jp/news/20170509_kodomo.pdf
http://www.shakyo.or.jp/news/20170509_kodomo.pdf
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【内閣府】防災推進国民大会 2017 を開催 

 

 

自助・共助及び連携を促進するため、国民の

防災意識の向上等をはかる必要があります。 

その契機として、国民各層の多様な団体・機

関等が一堂に会し、専門家から家族連れまで楽

しめる防災に関する総合啓発イベントを開催し

ます。 

 

 

 

 

大会の概要 

主 催：防災推進国民大会 2017実行委員会 

日 時：平成 29年 11月 26日(日)〜27日(月)  

場 所：仙台国際センター（宮城県仙台市青葉区青葉山）  

対 象：どなたでも（住民、企業、自治体、学生・生徒、教員、研究者、防災関係者 

等）※入場無料  

協 力：宮城県、仙台市、東北大学 

同時開催：世界防災フォーラム、防災産業展 in 仙台 

(同会場 ) 

 

詳細は下記 URLからご覧ください。 

http://bosai-kokutai.jp/ 

 

 

 

 

 

↑画像をクリックすると内閣府 HPに

ジャンプします。 

↑ＵＲＬをクリックすると内閣府ホームページにジャンプします。 

http://bosai-kokutai.jp/
http://bosai-kokutai.jp/
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■セミナー 

平成 29年度 社会福祉法人広報強化セミナー 

（社会福祉協議会・社会福祉施設）日程変更 

 

平成 29 年度 社会福祉法人広報強化セミナー（社会福祉協議会・社会福祉施設）

につきまして、8 月 29 日（火）～30 日（水）開催としていましたが、下記の日程に変更

いたします。セミナーの申込等詳細は次号の全社協 Action Report でご案内いたしま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

平成 29年度 社会福祉法人広報強化セミナー 

（社会福祉協議会・社会福祉施設） 

 

期 日 ：平成 29年 9月 11日（月）～9月 12日（火） 

会 場 ：全社協 5階会議室 

テーマ：存在意義を発信し、信頼・支持される事業所となるための広報活動 
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http://www8.cao.go.jp/kisei-kaikaku/suishin/meeting/committee/20170523/agenda.html 

 

 
 

    

 

 

 

 

■ 「地域包括ケアシステム強化法案」の成立【5月 26日】 

参議院本会議において、介護保険法改正を含む、地域包括ケアシステム推進強化

法案が 5月 26日可決成立しました。 

http://www.sangiin.go.jp/japanese/joho1/kousei/gian/193/meisai/m19303193015.htm  

 

■ 【内閣府】規制改革推進会議【5月 23日】 

医療・介護では、①介護サービス利用者の選択に資する情報公表制度及び第三者

評価の改善、②介護保険内・外サービスの柔軟な組合せの実現等が答申された。 

 

 

■ 【内閣府】第 8回経済財政諮問会議【5月 23日】 

経済・財政一体改革、「未来への投資を実現する経済対策」の執行状況の検証等

に関する議論。また、骨太方針策定に向けた骨子案が示された。 

http://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/minutes/2017/index.html 

 

■ 【財務省】財政制度審議会「経済・財政再生計画」の着実な実施に向けた建議【5月 25日】 

財政健全化目標の達成に向けて策定された「経済・財政再生計画」の着実な実施

に向けた基本的考え方の取りまとめ。 

http://www.mof.go.jp/about_mof/councils/fiscal_system_council/sub-
of_fiscal_system/report/zaiseia290525/index.htm 
 
 

※ 政策の動きや審議会等の会議情報、厚生労働省新着情報等をお知らせします。 

 

 

 

 

 

詳細につきましては、全社協・政策委員

会サイト内「社会保障・福祉政策の動向

と対応」をご覧ください。 

http://zseisaku.net/ 
 

社会保障・福祉政策情報 

政策動向 

http://www8.cao.go.jp/kisei-kaikaku/suishin/meeting/committee/20170523/agenda.html
http://www.sangiin.go.jp/japanese/joho1/kousei/gian/193/meisai/m19303193015.htm
http://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/minutes/2017/index.html
http://www.mof.go.jp/about_mof/councils/fiscal_system_council/sub-of_fiscal_system/report/zaiseia290525/index.htm
http://www.mof.go.jp/about_mof/councils/fiscal_system_council/sub-of_fiscal_system/report/zaiseia290525/index.htm
http://zseisaku.net/
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■ 【首相官邸】未来投資会議(第 9回)【5月 30日】 

介護サービス利用者の「自立支援」に取組み、利用者の介護状態を改善させた事

業者への報酬を手厚くする方針が成長戦略の素案に盛り込まれた。 

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/miraitoshikaigi/index.html 

 
 
 
 

 

■ ホームレスの実態に関する全国調査（概数調査）結果について【5月 23日】 

平成 29年 1月に実施したホームレスの実態に関する全国調査の結果。確認された

ホームレス数は、5,534人（男性 5,168人、女性 196人、不明 170人）であり、昨年と比

べて 701人（▲11.2％）減少している。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000164823_1.html 

 

■ 第 6回保育士養成課程等検討会【5月 24日】 

①福祉系国家資格所有者等の保育士資格取得への対応について、②保育所保育

指針改定に伴う保育士養成課程等の見直しについて検討された。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/other-koyou.html?tid=275096 

 

■ 第 139回社会保障審議会介護給付費分科会【5月 24日】 

認知症施策に関し、①医療ニーズへの対応や認知症対応型共同生活介護のサー

ビスのあり方。②認知症対応型通所介護のサービスのあり方。③認知症に関連する加

算のあり方等の論点について、委員から意見が出された。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000165818.html 

■ 高額介護サービス費の基準変更に関する周知用リーフレット【5月 24日】 

平成 29年 8月から実施される、一般区分における高額介護サービス費の上限額変

更(37,200円／月→44,400円／月)に関するお知らせ 

http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12300000-
Roukenkyoku/0000165766.pdf 

厚生労働省新着情報より 

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/miraitoshikaigi/index.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000164823_1.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/other-koyou.html?tid=275096
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000165818.html
http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12300000-Roukenkyoku/0000165766.pdf
http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12300000-Roukenkyoku/0000165766.pdf
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■ 「障害者雇用率について(案)」の諮問及び答申【5月 30日】 

労働政策審議会は、民間企業の障害者雇用率を 2.3％とする等などを盛り込んだ

「障害者雇用率について(案)」について報告を了承し、厚生労働大臣に答申した。な

お、これは、平成 30 年 4 月から、精神障害者の雇用が義務化され、障害者雇用率の

算定式に精神障害者を追加することとなること等を踏まえたものである。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000166129.html 

  

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000166129.html
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全社協の新刊・月刊誌 

 

出版部で発売した図書と月刊誌の特集をご案内いたします。いずれの書籍も読者

の関心が高いテーマや重要な課題をとりあげています。関係者皆様への周知にご協

力くださるようお願いいたします。 

 

 

 

●特集「『記録』を得意にする」 

『ふれあいケア』6月号 

在宅や施設を問わず介護の仕事においては、介

護記録、日々の日誌、行事・レクリエーションの報告

書、ヒヤリハットなど、記録の機会が多くあります。 

記録は、サービス提供にあたって必要な情報を職

員間で共有する役割を担うとともに、万一事故が起

こってしまった場合に経緯を追える証拠にもなりま

す。このように、記録は施設・事業所において大変重

要ですが、記録を苦手とする職員は少なくありませ

ん。 

そこで、記録の重要性を認識するとともに、ＩＣＴ

（インフォメーション・コミュニケーション・テクノロ

ジー）も活用しながら、記録が得意になるコツを解説

します。 

（5月 22日発売 定価本体 971円税別） 

 

 

 

 

 

 

 

図書・雑誌 
詳細につきましては、出版部ホームページをご覧く

ださい。 

https://www.fukushinohon.gr.jp/ 

↑画像をクリックすると図書購入 

ページにジャンプします。 

https://www.fukushinohon.gr.jp/esp.cgi?_file=book2909&_page=_index&_page2=contents&_page3=detailbook&_sys_id=2909&_class=120101&_category=17807
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
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●特集 

Ⅰ：「平成 29年度の生活保護（１）」厚生労働省社会・援護局保護課 

Ⅱ：「平成 29年度における生活保護指導監査方針」厚生労働省社会・援護局 

保護課自立推進・指導監査室 

『生活と福祉』5月号 

本号の特集は、特集Ⅰ「平成 29 年度の生活保護

（1）」として、本年 4 月 1 日から適用となった生活保

護の実施要領の一部改正の概要について、また、

特集Ⅱ「平成 29年度における生活保護指導監査方

針」では、平成 29 年度における生活保護法施行事

務監査の重点事項について説明しています。 

今年度の業務に必須の内容ですのでぜひご一読

ください。 

（5月 22日発売 定価本体 386円税別） 

 

【問合せ先：出版部 TEL 03-3581-9511】 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜レポート送付先＞ 

本レポートは、報道関係者、都道府県・指定都市社協、種別協議会等協議

員、政策委員会委員、本会理事・評議員の方々にお送りしています。 

↑画像をクリックすると図書購入 

ページにジャンプします。 

https://www.fukushinohon.gr.jp/esp.cgi?_file=book2908&_page=_index&_page2=contents&_page3=detailbook&_sys_id=2908&_class=120101&_category=05595

